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音の場合でも最大で約 15 dB の効果か実験的にも確認されている。更に、実験により提案型の制御に
用いられるステップサイズパラメータ：μによる効果の違いが確認された。音源が収録したラフテレ
ーンクレーン、およびバックホウのエンジン音の場合、μ = 0.0001～0.001 とすることで急激な変動





















【第 4 章】では、第 2 章及び第 3 章で提案された方法を、実際の機械から発生する卓越騒音に適用
した事例について示されている。建設機械（ラフテレーンクレーン、バックホウ、アジテータ車、発
電機）のエンジン音に提案の制御方法（順に、単一周波数を対象とした提案型、単一周波数を対象と




100、150、300 (Hz)の音圧を、特定領域の平均で 5.5、4.7、3.5 (dB)得られることが示された。 
以上により、本研究で提案した制御方法および機器配置を決定するための評価指標により、実際の低
音域に存在する卓越騒音を低減可能であり、有効な方法であるとの結論が得られている。 
 【第 5 章】では、本研究の総括が示されている。 
 
 





急激に卓越騒音が変動する機械音を ANC に適用する場合、および ANC において最適な位置に機器を
配置できない場合の問題点を提起し、対象を卓越騒音に限定することで、安定に効果が得られる制御
方法と効果の予測を用いる機器配置を決定するための指標を提案している。従来の方法では制御音を
同定する制御が常識とされ、また最適な機器配置でなければ ANC の適用が難しいことが常識とされい
た。しかしながら、本論文では、バンドパスフィルタと時間軸上での周波数の同定により制御音を生
成する制御方法、および、幾何的な条件から効果を予測することで機器配置を決定可能な指標を提案
したものであり独創的であり、かつ、安定して効果が得られ安価で実現できるため実用的である。 
本論文では、まず提案する制御方法の効果の発現速度と安定性に関するシミュレーションと実験を
行い、急激に変動する卓越騒音に対しても、実用上有効な効果が得られることを示している。また、
機器配置を決定するための効果予測について、数値解析結果との比較により解析値と同程度に評価で
きること、および効果指標について、騒音源の高さに関わらず実験値と同等の値が得られることを示
している。これをもとに実際の機械から発生する卓越騒音へ、制御方法および効果指標を用いた機器
配置を適用し、実用的な速度で対象音を低減できることを示したこと、および制約がある中でも効果
予測により機器配置を決定し領域において一定の効果が得られる可能性を示したことは評価に値す
る。 
本論文は、これまでは適用が難しいとされる急激な変動、不安定な音場、制約のある機器配置等の
諸条件をもつ騒音に対して ANC を適用するため、ヒトの不快感が卓越騒音に大きく影響を受けること
を考慮して、これに限定した制御方法および機器配置の決定方法を採用している。これによって騒音
の急激な変動に追従でき安定して効果が得られ、さらに簡易な方法で機器の配置を決定できるよう提
案法の一般化を行っている。このことから、提案された機器配置の決定方法によって当該制御方法に
とどまらず、従来の制御方法を用いる場合でも機器配置を決定でき、ANC の適用可能性が広がる可能性
を示している。本論文で提案された安定に効果が得られる制御方法はこれまで適用が困難であった騒
音にも ANC の適用を可能とする方法であり環境性能を向上できる可能性があること、更に、効果予測
による機器配置の決定方法は ANC による効果を簡易に評価可能とするものであり、今後も騒音制御分
野はじめ様々な建築環境学分野への展望が期待できることから高く評価できる。 
【最終試験の結果】 
令和２年１月２８日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、著
者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全員
によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（工学）の学位を受けるに十分
な資格を有するものと認める。 
